
・掲載内容の詳細や最新情報については、お問い合わせいただくか、市ホームページをご覧ください。費用の記載のないものは、原則無料です
・各記事中の二次元コードは、事業の詳細や申込フォーム等へご案内するものです

　令和７年１月１日現在の住民基本台帳に基づく人口と世帯数がまとまりましたので、お知
らせします。
　なお、人口統計資料は情報公開コーナー（市役所第二庁舎６階）でご覧いただけます。
i市民課市民係（☎０４２-３８７-９８３０）

住民基本台帳に基づく人口……………12万 5,174 人
（外国人住民人口　3,639 人を含む）

住民基本台帳に基づく世帯数…………6万 3,469 世帯
（外国人住民世帯数　2,116 世帯を含む）

表１� （単位：人）
地　域
（町名）

人口 世帯数総数 男 女
総　数 １２５,１７４ （５６０） ６１,５９５ （３０４） ６３,５７９ （２５６） ６３,４６９ （６２１）
東　町 １７,３０６ （６２） ８,５０２ （５０） ８,８０４ （１２） ９,１８２ （９８）
梶野町 １０,８２８ （７７） ５,４２２ （４８） ５,４０６ （２９） ５,４９２ （７３）
関野町 １,２４１ （０） ６２７ （１） ６１４ （△１） ６３１ （１３）
緑　町 １６,９５５ （１６２） ８,３５１ （５７） ８,６０４ （１０５） ８,３７３ （９５）
中　町 １２,３４４ （△１７） ６,１３２ （９） ６,２１２ （△２６） ６,２９８ （２４）
前原町 １４,９１４ （１４２） ７,４６４ （６９） ７,４５０ （７３） ７,２８６ （１２８）
本　町 ２１,６６４ （６４） １０,２７９ （２０） １１,３８５ （４４） １１,９４４ （１２３）
桜　町 ４,４１２ （２３） ２,１１１ （１１） ２,３０１ （１２） ２,２０９ （１９）
貫井北町 １２,４３９ （６２） ６,２６６ （６８） ６,１７３ （△６） ５,９５２ （２９）
貫井南町 １３,０７１ （△１５） ６,４４１ （△２９） ６,６３０ （１４） ６,１０２ （１９）

（　 ）は前年同期比
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図２　年齢構成人口（人）
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図３　年齢構成の推移
（％）

生産年齢人口（15～64歳)
年少人口（0～14歳)

老齢人口（65歳以上)

※四捨五入により合計が100%とならない場合があります

市の人口と世帯数市の人口と世帯数

t令和６年１２月１３日現在、小金井市に住民登録があ
り、令和６年度総合経済対策に基づく住民税非課税
世帯等に対する小金井市給付金の支給対象世帯のう
ち、１８歳以下の子ども（平成１８年４月２日生まれ以
降の児童）を扶養する世帯
■給付額１８歳以下の子ども１人当たり２０,０００円
■申請期限５月３０日
■申請方法対象と思われる世帯に２月１４日より順
次、支給のお知らせまたは確認書等を発送予定で
す。支給のお知らせが届いた方は、原則手続きは不
要です

　令和６年度住民税非課税世帯等に対して物価高騰対策給付金を、また支給対象世帯のうち、子育
て世帯に対して加算金を支給します。
i市物価高騰対策給付金コールセンター（☎０４２-３１６-１６５５＝２月３日から開設。土曜・日曜・祝日
を除く午前９時～午後５時）

　外国人住民人口は、３,６３９人（男性＝１,８２２人、女性＝１,８１７人）で昨年同期と比べて
４２７人増加し、世帯数は２,１１６世帯で３１０世帯増加しています。
　国籍別人口では、中国・台湾が１,３８２人で全外国人住民人口３７．８％を占めて最も多
く、次いでネパールが５２１人で１４．３％となっています。

外国人住民の人口・世帯数

　人口は１２万５,１７４人（男性＝６万１,５９５人、
女性＝６万３,５７９人）で、昨年の同期に比
べて５６０人増加し、世帯数は６万３,４６９世帯
で、６２１世帯増加しています。

住民基本台帳の人口・世帯数（表１）
　町別の人口と世帯数はともに本町が最も
多く、全人口の１７.３％、全世帯の１８.８％を
占めています。次いで東町、緑町の順とな
っています。

町別の人口・世帯数（表１）

　５０歳代が全人口の１４.８７％を占めて最も多く、次いで４０歳代が全人口の１４.５５％を占めて
います。
　年齢構成の推移は、０～１４歳の年少人口が１２.５％（昨年１２.６％）、６５歳以上の老齢人口が
２１.７％（昨年２１.６％）となっています。

年齢別の人口構成（図２・３）

物価高騰対策給付金子ども加算
t令和６年１２月１３日現在、小金井市に住民登録
があり、令和６年度住民税の課税状況が次のい
ずれかに該当する世帯（令和６年度住民税課税
者に扶養された方などのみで構成される世帯を
除く）
①世帯全員の令和６年度住民税均等割が非課税
の世帯
②世帯全員が令和６年度住民税均等割のみ課税
（定額減税前所得割非課税）の世帯
③申請時点で小金井市に住民登録があり、令和
６年１月～１２月までの収入が減少し、住民税均
等割のみ課税の世帯相当の収入となった家計急
変世帯
■給付額１世帯３０,０００円
■申請期限５月３０日

■申請方法①②対象と思われる世帯に２月１４日
より順次、支給のお知らせまたは確認書等を発
送予定です。支給のお知らせが届いた方は、原
則手続きは不要です
③申請書（市ホームページからダウンロード）
に、該当する月の給与明細等を添えて、提出し
てください
②のうち令和６年６月４日以降に小金井市に転
入された方は、申請書（市ホームページからダ
ウンロード）に、必要書類を添えて、提出して
ください。なお、世帯内に住民税未申告の方（被
扶養者は除く）がいる場合、世帯の課税状況が
確認できず、給付金を支給することができない
ため、令和６年度住民税の申告を行った後で、
申請書等を提出してください

物価高騰対策給付金

物価高騰対策物価高騰対策
給付金給付金
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